
 ASIAN ECONOMIC NEWS  1       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ASIAN ECONOMIC NEWS 
Ěɜ  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  

 

 

 

 

 

ḱ צּ ḭ

︡ ךּ Ḯ 29 ḭ ḭנּ ︣

ךּ ḭ כֿ

Ḯךּ ḭ 170 צּ ḱ אל ︢ לּ

ḭפּ ḭנּ ︣ שּ Ḯךּ

פּ ךּ ףּ ḭ נּאל נּ ךּ צּ ךּ ךּ Ḯֿכ

ḭ צּ ףּ ḭ ḭ

º ṇºּצ רּ ךּ Ḯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
₴  Vol.20  : Ѡ  

 

▌   

ʺʺ Ӿ  

 

ʺ

ӓ

 



ASIAN ECONOMIC NEWS  2 
 

 

 

 

ḱ ḭ30

ףּ ḭּך

ṡ ṢּצỄ Ḯ

︡ ︡ ףּ ḭ

︡ כֿ ḭ

אל ךּ Ḯ

ṡ ṇ ṇṢ ףּ ḭ

לּךּ ḭ אל

︡ ךּ Ḯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29 ḭ

צּ אל ḭצּ ︡ ḭ

ṡ Ṣ ︣ ḭ

כֿ  Ḯךּ

ḱ ṇ ḭ

ḭוֹ 2015 11

פּ ךּ ḭצּ ḱ

ḭ ךּ ḭ ḭ

אל Ḯ 11

︢ Ḯ 118 ṕ

Ṗ ḭ5 צּ ︢ Ḯ 

 

 

כֿ ︡

︣ ︡ Ḯ 2

צּ אל ḭ ךּ

Ḯ ḭ וֹ קּ

ṡ ḱ ṇ Ṣּצ

ךּ Ḯ ︡ ḭנּאל

︣ ︡ Ḯ וֹ ḭשּ

שּ 15 ḭ

ךּ Ḯ ṡ ḱ ṇḱ

Ṣ 2 צּ אל ḭ

10 וֹ טּ  Ḯלּךּ

報道の自由を極端に制限しており、NGO や活

動家などへの圧力も続いている。 

日本国際ボランティアセンター(JVC)の長谷部

貴俊事務局長は 「今のカンボジアの人々は、自

由に発言することができなくなってきている。ジャー

ナリストも現場の様々な動きを伝えづらくなってい

る」と語った。（これが最後の紙面カンボジア・デイリー紙） 
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供与し、選挙の円滑な実施を促すとしている。
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日本のNGO やNPO もカンボジアの民意が反映できる公正で

自由な選挙を望んでおり、日本政府に対して選挙支援をしないよ

う訴え続けている。「日本国民の税金を、カンボジアの独裁的な選

挙の支援に使わないで！」と訴えている国際人権NGO ヒューマ

ン・ライツ・ウォッチ日本代表の土井香苗氏は、今月29 日に実施

される下院議員選挙は「正当性に欠けていると日本政府は表明

すべきだし、カンボジア現政権が政治活動や言論の自由の弾圧を

しないと約束するまで、選挙支援を凍結するべき」と訴えている。 

 

 

今年３月、NGO ヒューマン・ライツ・ウォッチやカンボジアの自由

公正な選挙を求める有志の会など８団体は「2018 年カンボジア

国政選挙支援の即時凍結を」と河野太郎外相と北岡伸一JICA

理事長の２人に要請文を送った。①現状では自由公正な選挙と

は言えない旨の表明をすること

②2018 年国勢選挙支援の

即時凍結。政治活動を禁止・

妨害された諸政党が参加でき

るようになり、自由で公正な選

挙の実現が פּ
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これまでカンボジアの最大の援助国は日本だっ

た。カンボジア内戦後の1992 年、パリ和平協定

に基づいて設置されたUNTAC（国連カンボジア

暫定統治機構）や、その後PKO への自衛隊の

派遣、さらにODA、NPO などを通じての多大な

協力がある。その親日国のはずのカンボジアが近

年、中国にとって代わられている。カンボジア中央

銀行の報告書には「2010 年より中国がカンボジ

アの最大の援助国」と記されている。ただ、中国

の援助は有償資金協力。カンボジアの中国から

の負債は、2011 年に 24.4% であったのが

2016 年に53.7 ％に増加している。中国はイン

フラ開発だけでなく、カンボジアの軍の強化に向け

て装備と資金両方の面で多大な支援をしている。

2015 年の投資額は、他の諸国からの投資の総

額を上回っており、今後も投資額は増えると経

済の専門家は見ている。昨年の中国の援助額

は２億6,500 万ドル、日本の援助の2 倍を超

えており、米国とは4 倍近い援助額だ。カンボジ

アの対外債務58 億ドルの半分近くは対中国で

あり他のどの国に対する債務よりも何倍も多い。
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外務省は、６月24 日、開発協力適正会議第40 回を開催した。会合では①カンボジア「タクマウ

上水道拡張計画準備調査」（無償）②ネパール「人材育成奨学計画準備調査」（無償）③セネ

ガル「ダカ－ル州変電所緊急整備及び送電線増強計画準備調査」（無償）の3 件がプロジェクト

型の新規採択調査案件として議題に上り、協議の結果、3 案件とも了承された。 

 

 

外務省によると、カンボジ「タクマウ上水道拡張

計画」は、人口が急増するタクマウ市に上水道

施設を整備することで、給水サービスの向上を図

り、同市とプノンペン都の生活環境の改善を図る

ことが目的。プノンペン水道局（PPWSA）によ

る初の官民連携事業であり、他の都市にも同事

業を広めるパイロット事業となることが期待されて

いる。 (タクマウ浄水場と想定される給水地域＝外務省提供)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

具体的には浄水場設備（浄水処理能力・約

30,000 立方㍍/ 日）、取水関連設備（約

33,000 立方㍍/ 日）の建設のほかコンサルティ

ングサービスとして入札補助や詳細設計、施工

監理など。施設の運営・管理は本邦事業者また

は本邦企業が参画する特別目的会社が行う。 

 

 

日本はカンボジア内戦終了直後の1993 年

より首都プノンペンの上水道支援を開始し、北

九州市など地方自治体と連携によって、2006

年に給水率 90％、24 時間給水を達成し、”プ

ノンペンの奇跡”と呼ばれた。現在もプノンペンの

成果を地方都市に横展開するため、技術協力

と資金協力を組み合わせ、上水道施設の運転

技術向上・経営改善と施設拡張に継続的に取

り組んでおり、「水分野に対する日本からの支援

への期待は大きい」（同省）としている。 

タクマウ市は、プノンペン都の南側約11 ㎞に

隣接するカンダ―ル州の州都。PPWSA がプノン

ペン都内の浄水場から送配水管を接続し、給水

を行ってきたが、プノンペン都と同市の水需要の

急増に伴い、既存の供給能力のままでは継続

的な給水が困難な見通し。このため、同市内に

独自の浄水場を新規に整備し、給水体制を強

化するために、プノンペン都内の浄水場の負荷の

低減が必要となっている。  
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外務省によると、この計画

は、ダカール州東部にセンドゥ

変電所を建設するとともに、ダ

カール市内の送電線の増強を

行うことで、対象地域への電力

安定を図るのが目的。現在、

ダカールは人口が集中してお

り、同国政府は「セネガル新興

計画（PSE）」（2014 年）

の最優先事業の1 つとしてダカ

ール州東部に新興開発地区を

設け、分散型都市構造を目

指した開発を進めている。 

 

――――――――― 
 

 

ジャム二アジョ新興開発地区に隣接するバーグニ－には新たに

港や工業地域、病院・学校等が建設される予定だ。またこの計画

はバーグニー港と周辺施設などに電気を供給するセンデゥ変電所

建設、さらに容量増加が急務となっているダカール市内の送電線

強化（パットドア変電所からアン変電所までの送電線（1.2

㎞））を行うものであり、同国の国家開発計画を具体化させる。 

この地域は、今後、電力需要が急激に伸びる見込みであり、建

設中のセンドゥ石炭火力発電所による電力供給が想定されてお

り、新たな変電所が必要とされている。分散型都市計画と併せて

電力需要の大きいダカール市中心部の配電容量拡張も喫緊の課

題となっており、現在ダカール市外で行っている降圧（220KV →

90KV）をダカール市中心部で行うとともに市内の送電線容量を

増加することが計画されている。  

 

 

 

外務省によると、この計画は同国の若手行政官等が日本の大

学院で学位を取得することで、同国の開発課題の解決が図られ、

同国と日本の二国間関係の強化に寄与する。ガーナは政府機

関、関係省庁の職員・組織・制度・財政等の能力・体制が、取り

組むべき課題に比して総じて不足しているとう現状があり、いずれの

重点分野においても行政能力の向上と制度構築が最大の課題で

あり、この計画が取り組む中核となる行政官等の育成に期待がか

かっている。実施内容は、１期あたり最大 11 名（修士課程 10

名、博士課程１名）、４期

分について若手行政官等を日

本の大学院に留学させるため

の必要な経費を支援する。ま

た、協力準備調査では、４期

分の計画を策定し、戦略的、

効果的な受け入れを継続的に

実施する。調達方法は、実施

者を公示で選定し、JICA が

推薦する予定。 
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フィリピンの経済閣僚や中央銀行総裁らが最新の経済動向について講演する「フィリピ

ン経済ブリーフィング」が6 月 19 日、東京都内で開催された。SMBC 日興証券など日

本の大手証券5 社が共催したもので、7 人の経済閣僚や中銀のネスタ―・エスペニリャ

総裁のほか、ジェトロの佐藤百合理事、JICA の江島真也理事、フィリピン最大のコングロ

マリットであるアヤラグループのハイメ・アウグスト・ソベル・デ・アヤラ社長兼最高経営責任

者（CEO）らが講演とパネルディスカッションに登壇した。 

ブリーフィングでは、政府が1 月に実施した税制改革の説明が中心となった。改革案は

5 つのパッケージに分かれており、このうち第1 弾は施行済み、法人税の引き下げや税制

優遇の見直しなど、進出日系企業に大きく影響を与える内容を含む第2 弾は下院で審

議されている。ドゥテルテ政権はインフラ整備計画「ビルド・ビルド・ビルド」を中核政策として

おり、税制改革によって増加する税収入などを財源に、2022 年までにインフラ関連で8

兆ペソ（約16 兆 8,000 億円）の公的支出を計画している。インフラ関連予算の執

行状況は順調で、ベンジャミン・ディオクノ予算管理相とアーサー・トゥガデ運輸通信相は

「ドゥテルテ政権では着実に執行している」と強調した。 

マニラ首都圏では、深刻な交通渋滞により巨額の経済損失が発生しているといわれて

いる。地下鉄や貨物鉄道、バイパス道路建設など、計画どおりにインフラ整備が進めば、

人や貨物の移動に変化が起こるのは間違いないようだ。         （ジェトロより） 
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